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令和7年度 真庭市本庁舎ボイラー修繕 起工設計書
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工　　事　　概　　要 起　　工　　理　　由
 真庭市本庁舎バイオマスボイラー等空調設備修繕

 ダンパ取替修繕:Ｎ＝１式
 温湿度検出器取替修繕:Ｎ＝１式

 上記に係る試運転調整:Ｎ＝１式

真庭市本庁舎で稼働するボイラー及び自動制御機器を安定的に使用するとともに
⾧寿命化を図るため劣化部品、不良部品等の取替修繕を行う。
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2. 本工事は、真庭市設計変更ガイドライン（平成29年4月）対象工事とする。

入札前に質疑の生じる場合は、メールで総務課に別添の質疑書を提出すること。

質疑書の提出期限は、入札システムの定める日時とする。

また質疑書をメールした旨を総務課にＦＡＸで連絡すること。

（建築営繕課）

質疑事項がない場合も上記期限までにその旨ＦＡＸで総務課に連絡すること。

質疑内容の回答については、電子入札システムで回答するので確認すること。

その他 工期設定においては、令和８年２月２７日（金）までとする。

質疑事項について

下請負に付そうとする場合には、あらかじめ下請負人選定一覧届出書を監督員を通じて提出すること。

市外業者を下請負の相手方として選定する場合には、前記の届出書に市内業者を選定しない理由を書面

にして添付すること。

購入した資材を使用しない理由を書面にして添付すること。

下請負業者の選定について 本工事の施工において、やむを得ず工事の一部を下請負に付す場合、下請負の相手方は市内業者から

選定するよう努めること。

資材を購入しようとするときは、あらかじめ購入先の名称、所在地及び資材名等を記載した主要資材購入先

一覧届出書を監督員を通じ提出すること。

県外産資材を県外取扱業者から購入する場合には、前記の届出書に県内産資材又は県内取扱業者から

（1） 市内産の資材がある場合は、市内産の資材を優先するものとする。

（2） 県内産の資材がなく、やむを得ず県外産の資材を使用する場合には、県内業者の取扱う資材を優先

するものとする。

特  記  仕  様  書 （真庭市）

項      目 特    記    事    項
使用資材について 本工事に使用する資材については、県内産資材又は県内取扱業者から購入した資材の使用に努めること。

 本特記仕様書によるほか国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」、「木造建築工事標準仕様書」及び

「公共建築改修工事標準仕様書」の建築工事編・電気設備工事編・機械設備工事編の最新版により施工すること。

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： sohmu@city.maniwa.lg.jp
F A X： 0867ʷ42ʷ1341
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真庭市本庁舎ボイラー修繕 仕様書 
 

１．総 則 

（１）業務名  真庭市本庁舎ボイラー修繕 

（２）業務場所 真庭市久世地内 

（３）業務概要 本業務は、真庭市本庁舎ボイラーを修繕するもの 

（４）業務期間 契約日から令和８年２月２７日（金） 

（５）担当課  総務部総務課 

（６）適 用 範 囲  

本仕様書は、基本的内容について定めるものであり、本仕様書、解体工事特記仕様書及

び図面に明記されていない事項でも、下記目的の業務にあたり当然必要と思われるものに

ついては担当課の係員（以下「監督員」という。）と協議の上、請負者の責任において実施

し誠実に施工すること。 

 

 

２．特 記 事 項 

（１）業務内容 

本業務は、真庭市本庁舎で稼働するボイラー及び自動制御機器を安定的に使用するとと

もに⾧寿命化を図るため劣化部品、不良部品等の取替修繕を行うものである。 

なお、本業務を実施するにあたっては、業務上必要な資格及び経験を有する技術者を派

遣し、労働安全衛生法などの関係法規を遵守し、安全管理の万全を期し、作業基準を定め、

所定の業務を誠実に実施すること。 

なお本仕様書で指示する業務内容は次のとおりであり、原則として、契約後に発生した

経費については変更対象としない。 

 

 ａ）本業務で修繕する内容は次のとおりとする。                  

エアハン自動制御機器修繕 

①ダンパ取替修繕 

 直結型ダンパ操作器 M9320-HGA-4  １１台 

 丸型露出 BOX             １１個 

  取替修繕箇所 

  ＡＨＵ-1-2-3、ＡＨＵ-1-2-1、ＡＨＵ-1-3、ＡＨＵ-2-2-3、ＡＨＵ-2-2-4 

ＡＨＵ-2-2-2、ＡＨＵ-2-1、ＡＨＵ-3-1、ＡＨＵ-1-1 

②温湿度検出器取替修繕 
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 温湿度検出器 JHD40-167-A  ７台 

  取替修繕箇所 

  ＡＨＵ-1-2-2、ＡＨＵ-1-2-3、ＡＨＵ-1-2-1、ＡＨＵ-1-1、ＡＨＵ-2-2-4 

  ＡＨＵ-2-2-1、ＡＨＵ-3-1 

③上記①②の取替作業費、運搬費及び試験運転調整 

④撤去、解体、廃材の処分 

 

（２）業務仕様 

本仕様書、図面、現場説明事項及び質疑回答書によるほか、国土交通省大臣官房官庁営

繕部監修「建築物解体工事共通仕様書・同解説」、「公共建築工事標準仕様書」又は「公

共建築改修工事標準仕様書」の最新版に基づき施工すること。 

その他、大気汚染防止法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律、等に則り飛散防止対策を講じるものとする。 

（３）安 全 管 理 

周辺環境へ十分配慮し、安全対策・騒音・粉塵・振動等に特に留意して施工すること。 

その他詳細については、監督員と事前に協議し安全管理に配慮し施工すること。 

（４）撤去材の処分について 

業務に伴い発生した廃材は、各種法令に従い請負者の負担により適正に処分すること。 

（５）電力・工事用水の使用について 

業務に伴う１００Ｖの電力及び用水については市庁舎業務に支障のない範囲で市庁舎の

設備を使用できるものとする。 

（６）業務に係る注意事項について 

  業務で修繕するボイラー等は中間期以外常時可動しています。そのため業務実施につい

ては修繕内容、修繕個所、及びボイラー等の使用状況を確認の上、業務を計画すること。 

  ボイラー等施設は、保守契約を締結しているため、保守業者による保守が実施されます。

業務実施時には補修業者と協議の上、業務を計画すること。 

 

３．共 通 事 項 

（１）現 場 確 認 

現場説明会は行わないため、現場確認を希望する場合は事前に総務部総務課に電話連絡

すること。（TEL 0867-42-1150） 

確認時、システムが稼働中の場合、影響の無い範囲で確認すること。 

※現場確認時の口頭質疑は受け付けないため、(２)疑義のとおり質疑期間内にメールによ

る質疑とする。 

（２）疑 義 
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ａ）入札前に質疑の生じる場合は、質疑期間内にメールで総務課に別添の質疑書を提出す

ること。※詳細は特記仕様書(真庭市)による。 

ｂ）請負者は、業務の施工中も疑義が生じた場合は、監督員と協議し、監督員の指示を受

けて施工すること。 

（３）内訳書の提出 

入札時に入札金額に相応した内訳書を添付すること。（真庭市様式） 

（４）周辺構造物への対策 

業務に際し、周辺構造物(建築物・工作物及び機器等)の破損及び汚損等に十分注意すると

ともに、影響を与える可能性のある周辺構造物については、構造物の保全に必要な措置を

講じること。 

（５）損 傷 部 補 修 

業務に際し、建築物・工作物及び機器等を損傷しないように十分注意すること。万一損

傷した場合は、監督員の指示に従い同等以上の資材をもって速やかに現状復旧を図ること。

なお、復旧に要する費用は、すべて請負者の負担とする。 

周辺構造物(建築物・工作物及び機器等)についても同様とする。 

（６）秘 密 の 厳 守 

本工事の実施に伴い知り得た事項については、秘密を厳守すること。 

（７）申 請 手 続 き 

施工上必要となる各種申請手続きについては、請負者において遅滞なく行うこと。 

（８）法 令 の 遵 守 

業務にあたっては、各種法令・規則・条例を遵守するとともに、契約書に基づき施工す

ること。 

以上 
























